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第１ 令和６年度事業方針 

 
令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症へと移行し、さまざまな行動制

限の緩和により経済・社会活動が急速に回復する中、３年に亘り自粛を余儀なくされた地

域福祉やボランティア活動は、関係者のご尽力によりコロナ禍前の活動状況に戻りつつあ

ります。 

今年度は引き続き感染症の動向に留意しながら、地区福祉協議会や地域サロン活動の活

発化、ボランティア活動の推進に取り組むとともに、昨年度、実施した地域で支える有償

ボランティア「みんサポ」の市民周知を図り、利用者やボランティアの登録を進め、活動

の輪を広げてまいります。 

コロナ禍の長期化は孤立・孤独によって生ずる、ゴミ屋敷、ひきこもり、８０５０問題

など複雑・複合化した課題を顕在化させました。また、生活困窮者の方々には生活福祉資

金特例貸付による日常生計維持の支援に努めさせて頂きましたが、その償還が開始されて

いく中、いまだに生活に困窮されている方や償還が困難となっている方々への対応が新た

な課題となっています。 

そのため、従来の自立支援の関わりのほか、アウトリーチによる支援や相談会などきめ

細かな支援を行い、複雑・複合化した課題に対応し、借受人の自立支援と適切な債権管理

を行うため相談体制の充実を図ってまいります。 

本年元日に発生した能登半島地震は、被災地に未曽有の損害をもたらし、一日も早い復

旧・復興が望まれております。本会は、北海道社会福祉協議会等との相互支援協力、室蘭

市と災害ボランティアセンターの設置運営に関する協定を締結していますが、今後想定さ

れる有珠山噴火や日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震などの災害に対して、平時から地域

の関係機関、団体と連携を図りながら体制の充実に努めてまいります。 

本会は、第６期地域福祉実践計画に掲げる次の３点の重点推進項目を進めるとともに、

市民、関係機関・団体と連携・協力し、地域社会や国の福祉施策の動向を見極めながら各

種事業に取り組み、一層の地域福祉の推進を図っていく所存であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜重点推進項目＞ 

１ 地域福祉活動推進事業の推進 

 ・地区福祉協議会と福祉委員の活動強化 

 ・地域サロンの運営の安定化と開催箇所の拡大 

２ ボランティア活動推進事業の推進 

・ボランティアセンターの運営強化 

 ・地域で支える有償ボランティア活動の推進 

３ 相談支援体制の充実と生活困窮者支援対策の推進 

・お困りごと相談体制の充実 

・生活困窮者自立支援事業の推進 

・成年後見支援センターの運営 
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第２ 新年度事業のあらまし 

※事業及び概要欄の太字ゴシック体は重点推進項目のほか、推進を強化する項目です。 

１ 法人運営事業の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

（1）理事会及び評議員会の 

開催 

＊定款に基づき、業務執行の決定及び理事長等の職務執行の監

督を行うため理事会を開催するとともに、重要事項の議決機

関として評議員会を開催します。 
286 

（2）監査の実施 ＊理事の職務及び業務執行状況並びに計算書類等の監査を、３

か月ごとに年４回実施します。 24 

（3）基本財産の管理 ＊定款に基づき、基本財産の管理を行います。 

（基本財産 １，２００，０００円）   

（4）会員及び会費の拡大 ＊会員及び会費規程に基づき、本会の活動趣旨や事業目的に賛

同する個人、団体、法人及び事業所等に対し、普通会員、賛

助会員又は特別賛助会員への参加と協力を求め、新規会員及

び会費の拡大を図ります。 

 

（5）基金の管理・運営 ＊福祉基金 

福祉資金貸付事業や生活困窮者世帯への現物支給を行うた

め、福祉基金規程に基づき、管理・運営を行います。 

（基金総額 ３２，２２１，６９２円） 

＊子ども・子育て基金 

  子どもたちの健やかな成長と、子育て家庭を支える事業を行

うため、子ども・子育て基金規程に基づき、管理・運営を行い

ます。 

（基金総額  ５，１００，０９９円） 

 

（6）財政調整積立金の積立て

と管理 

＊財政の健全な運営を図るため、財政調整積立金設置規程に基

づき、事業活動資金の安定的な確保を図ります。 
    

（7）財務会計の適正実施 ＊税理士と顧問契約し、財務会計に関する内部統制及び事務処

理体制の向上と適正実施を図ります。 
968 

（8）労務管理の適正実施 ＊処遇改善やワークライフバランスの実現に向け、業務進捗管

理、職員の心身の健康への配慮など職場改善を図ります。 
660 

（9）情報管理及びセキュリテ

ィ対策 

＊事務・事業における個人情報を含むすべての情報を適切に管

理し、セキュリティ対策に万全を期します。 
360 

(10）北海道社会福祉協議会等 

  との協定に基づく連携・

協力・支援体制の推進 

＊災害発生時、迅速な支援活動を行うため、北海道社会福祉協

議会及び胆振管内の社会福祉協議会と締結した相互支援協

定並びに登別室蘭青年会議所及び室蘭・室蘭東ライオンズク

ラブと締結した支援協定に基づく連携・協力・支援体制を推

進します。 
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（11）事業継続計画（BCP）に

基づく緊急事態への

対応

＊大規模災害等が発生した場合、本会の事業を継続するために

策定された事業継続計画（BCP）をもとに、不測の事態に備

えます。 

（12）ハートセンタービル入居

団体との連携・協力 

＊地域福祉の向上に向け、母子福祉会及び保護司会と連携・協

力します。 

２ 調査・研修・連絡調整・広報活動の推進 

事 業 概 要 
関 係 予 算 

（単位：千円）

（1）調査の実施と関係資料の

収集

＊事務・事業に必要な調査を実施するとともに関係資料を収集

します。 50 

（2）各種研修会等への参加や

資格取得助成による職員

の資質の向上

＊職員のコンプライアンス意識の向上やコミュニケーション

能力の向上等を図るため、オンライン研修等に積極的に参加

します。 

また、職員の福祉資格取得に向けた学費等の助成を行いま

す。 

400 

（3）関係機関・団体との連絡

調整

＊関係機関・団体と事務・事業に必要な連絡調整を行います。 

（4）第６６回室蘭市社会福祉

大会の開催

＊室蘭市、室蘭市共同募金委員会及び室蘭市民生委員児童委員

協議会と共催で、社会福祉功績者への表彰式典を開催します。

８月２２日 (木) 

会場 室蘭市民会館（予定） 

特定財源【共同募金助成金、市補助金収入】 

800 

（5）広報活動の推進 ＊福祉だより、ホームページ、ユーチューブ、エックス(旧ツイ

ッター)、報道機関などを通して、広く市民に福祉・ボランテ

ィアの情報提供を行います。 

また、日々のイベント・行事等も各報道媒体に積極的に情報

提供します。 

＊特に「福祉だより」は「広報むろらん」の折込みにより、全

世帯に配布し、地域福祉の各事業の紹介などをお知らせしま

す。 

＊室蘭民報社から毎月、無償で提供される紙面に社協事業の取

組を掲載し、分かりやすい情報発信に努めます。 

特定財源【共同募金助成金】 

596 
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３ 地域福祉活動推進事業の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

（1）地区福祉協議会と福祉

委員の活動強化 

（ア）福祉委員の活動促

進と研修の実施 

 

 

 

（イ）小地域ネットワー

ク活動事業の推進

と強化 

＊地域の福祉課題の解決に向けた住民の自主的な福祉活動を促

進するため、福祉委員研修を実施します。 

 また、地区福祉協議会とともに、新たな福祉委員の人材発掘・

育成に努め、地域福祉活動の活性化を図ります。 

 

特定財源【共同募金助成金】 

2,317 

「たすけあいチーム」の推進と充実 

 

＊支援を要する高齢者などが地域で安心して暮らせるよう、民生

委員や関係機関と連携し、福祉委員及び協力員による「たすけ

あいチーム」の結成促進を図ります。 

＊「たすけあいチーム」活動に必要な情報として、「福祉台帳」

を作成し、管理活用を行います。 

＊地域の状況に合わせて、「たすけあいチーム」対象者の見守り

活動の充実を図ります。 

＊「たすけあいチーム」対象者などに季節の挨拶ハガキを送り、

地域とのつながりを実感してもらい、高齢者が気軽に生活相談

などを行える環境を整えていきます。 

 

特定財源【共同募金助成金】 

(2）地域サロンの運営の安

定化と開催箇所の拡大 

＊サロンの安定運営のため、開催経費、会場費、保険料を助成し

ます。 

＊サロン開催箇所の拡大に向けて、各広報媒体などで積極的に情

報を発信するとともに、立ち上げ時の相談・支援を行います。 

＊サロン運営や生活・健康に役立つ情報の発信、レクリエーショ

ン備品の貸出などにより、サロン活動の活性化を図ります。 

＊新型コロナウイルス等の感染症対策として、マスクや除菌備品

を希望に応じて配布します。 

＊サロン運営者連絡会を開催し、各サロンの開催状況、取り組み

内容などについて情報共有を図り、サロン運営に活かします。 

 

特定財源【共同募金助成金】 

 

3,100 

（3）火災見舞金の贈呈 ＊被災世帯（室蘭市災害見舞金支給の対象者を除く）に対し、見

舞金を贈呈します。 

（１世帯 ２０，０００円） 

82 
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４ ボランティア活動推進事業の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

（1）ボランティアセンター

の運営強化 

＊ボランティアセンターでは、ボランティアコーディネーターに

よる労力・技術ボランティアの受入れ、活動の斡旋やボランテ

ィア団体との連絡調整を行います。 

また、福祉教育の推進や企業等の社会貢献活動への支援を通し

て、地域福祉人材の発掘・養成を図るなど、運営の強化を図り

ます。 

特定財源【共同募金助成金】 

1,069 

(2）ボランティアだより 

  の発行 

＊ボランティアセンター機関誌を発行し、ボランティア活動普

及・啓発のため内容充実を図ります。 

（毎月１回、１，０００部発行 関係機関・団体へ配布） 

特定財源【共同募金助成金】 

418 

（3）ボランティア団体への 

助成 

＊室蘭市ボランティア連絡会に加入している団体に対して活動

費の一部を助成します。  

令和６年度１９団体（予定） 

特定財源【市補助金収入】 

1,828 

（4）ボランティア養成講座 

の開催 

＊はつらつ福祉ボランティア講座の開催 

≪一般向け講座≫ 

ボランティア体験講座を開催し、市民のボランティアに対する

意識の高揚を図ります。 

≪出張教室≫ 

学校の福祉教育授業と関連性を持たせた体験学習を実施し、児

童・生徒の福祉に対する心を育みます。 

また、学校以外にも地域社会にボランティアの輪が広がるよう

企業や団体の要請にも対応します。 

特定財源【共同募金助成金、市補助金収入】 

300 

＊ボランティアの集いの開催 

各分野で活躍しているボランティア実践活動の事例研究等を

行うために開催します。 

特定財源【共同募金助成金】 

30 

(5) 雪かきレンジャー事業 

 

 

＊高齢などで雪かきができない方にボランティアを紹介し、雪か

きのサポートをします。 

特定財源【共同募金助成金】 

646 

(6) 子育てレンジャー事業 ＊保護者の体調不良、残業、冠婚葬祭などで、子どもの預かりや

送迎を希望される方にボランティアを紹介し、子育てのサポー

トをします。 

特定財源【共同募金助成金】 

271 
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(7) 災害ボランティア活動 

に向けた体制の整備 

＊災害発生時、室蘭市が災害ボランティアセンターを設置した際

には、市との協定に基づき、その運営を担い、災害ボランティ

アの受入れ、被災者のニーズに応じた活動指示等、支援活動を

行います。 

また、迅速かつ効果的に支援活動を行えるよう災害ボランティ

ア活動者の事前登録を進め、研修会を実施するなど、支援活動

体制の整備を図ります。 

特定財源【共同募金助成金】 

61 

（北海道社会福祉協議会等との協定に基づく連携・協力・支援体

制の推進） 

＊災害発生時、迅速な支援活動を行うため、北海道社会福祉協議

会及び胆振管内の社会福祉協議会と締結した相互支援協定並

びに登別室蘭青年会議所及び室蘭・室蘭東ライオンズクラブと

締結した支援協定に基づく連携・協力・支援体制を推進します。               

※再掲 

 

（8）ボランティア保険の加入 

促進 

＊ボランティア活動中での事故等に対応するためにボランティア

保険の加入促進を図ります。  

(9)地域で支える有償ボラン

ティア事業「みんサポ」 

＊日常生活で手助けを必要とする高齢や子育て世帯などの生活

を支援するボランティアを紹介し、家事や外出支援などを有償

でサポートします。 

特定財源【共同募金助成金】 

145 

 

 

５ 高齢者・障がい者・児童・母子福祉推進事業の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

（1）車椅子の無料貸出 ＊高齢・障がい・病気・けが等により歩行が困難で車椅子が必

要な方に対し、無料で貸出しを実施します。 50 

（2）紙おむつ、尿とりパッド、

清拭布の無料支給 

＊在宅で要介護４以上の方を対象に紙おむつ又は尿とりパッド

を支給します。（室蘭市の家庭介護用品支給事業受給者は除

く） 

・尿とりパッド等 １人 月３０枚程度  

＊清拭布は要介護認定にかかわらず、室蘭市民（認知症介護者

も含む）と福祉施設等を支給対象としています。 

・清拭布 １人 月３００枚程度 

特定財源【共同募金助成金】 

343 
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（3）むろらん障がい者デーへ

の協力・参加とノーマラ

イゼーション理念の普及 

＊障がい者デーの祭典「ふれあいまつり」へ協力するとともに、

室蘭市ボランティア連絡会と共催で「福祉バザー」を開催す

るなど、ノーマライゼーション理念の普及に努めます。 

「ふれあいまつり」９月１５日（日） 

会場 室蘭市障害者福祉総合センター ぴあ２１６（予定） 

60 

（4）交通遺児へ援護金の贈呈 ＊生計中心者が交通事故により死亡したとき、扶養していた満

１８歳未満の遺児の保護者に、援護金を贈呈します。 

（１人 ２０，０００円） 
61 

 

 

６ 相談支援体制の充実と生活困窮者支援対策の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

（1）お困りごと相談への対応 ＊日常生活で生じる様々なお困りごと相談に応じ、早期に問題

解決できるよう対応します。     

（2）福祉資金の貸付 ＊一時的に困窮する市民に無利子で貸付を行います。 

（限度額３万円、特別な理由があると認めた場合は１０万円、

連帯保証人など貸付条件有り） 
1,500 

（3）生活福祉資金の貸付 生活福祉資金貸付制度 

 【北海道社会福祉協議会受託事業】 

＊他の貸付制度が利用できない低所得世帯・障がい者世帯・

高齢者世帯に対し、資金の貸し付けと相談・支援により経

済的自立と生活の安定を図ります。 

 

特定財源【道社協補助金収入 道社協受託金収入】 

3,274 

【北海道社会福祉協議会受託事業】 

＊新型コロナウイルス感染症に係る生活福祉資金特例貸付

の借受人世帯に対し、償還に対する相談、自立した生活に

向けた支援の対応を行います。 

 

特定財源【道社協受託金収入】 

6,758 

（4）生活困窮者等に対する安

心サポート事業 

＊北海道社会福祉協議会が実施する生活困窮者等に対する安心

サポート事業へ参加 

＊生計を維持できなくなり、緊急対応を必要とする方へ、光熱

水費など日常生活に必要な費用を援助し、自立した生活を送

ることができるよう支援します。 

（現物給付３万円を限度） 

20 
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（5）食料の提供 ＊経済事情などで、食料の支援を必要とする市民などに対し、

食料を提供します。 

また、生活相談に応じ、対応できる関係機関と連携し、生活

課題の早期解決に向け、継続的な支援を行います。 

300 

（6）生理用品の提供 ＊経済事情などで、生理用品を十分に用意できない方へ、生理

用品を提供し、生活課題の早期解決に向け、継続的な支援を

行います。 

100 

 

 

７ 福祉サービス事業の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

（1）自動消火器・火災警報器 

設置助成事業の実施 

＊対象者が暮らす世帯の火災を予防するため、自動消火器（居

間用、台所用など）や火災警報器の設置を助成します。 

対象者 

① 要介護４以上の寝たきりの人 

② 体幹・下肢・視覚障害１級（聴覚障害２級）の人  

③ 要介護１以上で火災発生時の避難が著しく困難な６５歳 

以上の一人暮らしの人 

特定財源【市補助金収入】

112 

（2）布団乾燥サービス事業  

の実施 

＊寝たきりの対象者が使用する寝具の洗濯や乾燥サービスを実

施します。 

対象者 

 ① 要介護４以上の６５歳以上の人  

② 体幹・下肢障害２級以上の人 

洗濯：半年に１回  乾燥：２か月に１回  

特定財源【市補助金収入】

35 

 

 

８ 福祉サービス利用援助事業の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

(1) 日常生活自立支援事業 【北海道社会福祉協議会受託事業】 

＊高齢や障がいにより、日常生活上の判断に不安を感じている

方へ、福祉サービスの利用手続きの支援や、日常生活費の金

銭管理等の支援を必要に応じ行います。 

 

特定財源【道社協受託金収入】

230 
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９ 受託事業の推進 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

(1)成年後見支援センター 

事業 

＊西いぶり２市２町（室蘭市、登別市、壮瞥町、洞爺湖町）か

ら受託し、成年後見制度の相談や広報啓発活動を通じ、地域

住民の権利擁護を図ります。            

また、成年後見人等の業務で後見業務支援員活動の経験から

市民後見人として担えるよう支援します。 

 

特定財源【市町受託金収入】 

15,137 

【関連事業】 

＊判断能力が低下した方に対し、家庭裁判所から審判を受け、

財産管理、契約行為及び身上保護等を行う法人後見業務を行

います。 

3,208 

 (2）介護支援ボランティア 

事業 

＊６５歳以上の市民を対象に、高齢者施設や障がい者施設、高

齢者宅でのボランティア活動を通して、地域社会への貢献と

ともに介護予防と健康づくりを図ります。 

なお、ボランティア活動時間に応じ、現金に交換できるポイ

ントを付与します。 

特定財源【市受託金収入】 

3,279 

(3) 生活困窮者の自立支援 

の推進 

生活困窮者自立支援事業  

 (自立相談支援) 

＊生活困窮者の相談に応じ、個々の状態にあった計画を作成

し、必要なサービスへの提供に繋げます。また関係機関と

連携し、アウトリーチによる対応や就労支援等に取り組ん

でいきます。 

特定財源【市受託金収入】 

15,789 
(就労準備支援) 

＊一般就労を行うことや社会に出ることに不安を感じてい

る方に対し、就労に向けた知識や、就労体験の機会等を提

供し一般就労に従事するための能力を高められるよう計

画的に支援します。 

特定財源【市受託金収入】 

 (学習支援) 

＊経済的な理由から塾に通っていない中学生に対し、基礎学

力（国語、数学、英語）の向上を図るため、蘭東・蘭西・

蘭北地区の３か所で土曜学校を開催します。 

特定財源【市受託金収入】 

3,246 
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 (家計改善支援) 

＊家計に課題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、家計の

状況把握のうえで、計画的に相談者が自ら家計管理できる

よう支援します。 

特定財源【市受託金収入】 

825 

【関連事業】        

（お困りごと相談への対応） 

＊日常生活で生じる様々なお困りごと相談に応じ、早期に問題

解決できるよう対応します。 

※再掲 

 

【関連事業】 

（福祉資金の貸付）  

＊一時的に困窮する市民に無利子で貸付を行います。 

（限度額３万円、特別な理由があると認めた場合は１０万円、

連帯保証人など貸付条件有り） 

                         ※再掲 

 

【関連事業】 

生活福祉資金貸付制度               ※再掲 
 

 【北海道社会福祉協議会受託事業】 

＊他の貸付制度が利用できない低所得世帯・障がい者世帯・

高齢者世帯に対し、資金の貸し付けと相談・支援により経

済的自立と生活の安定を図ります。 

 

特定財源【道社協補助金収入 道社協受託金収入】 

 

【北海道社会福祉協議会受託事業】 

＊新型コロナウイルス感染症に係る生活福祉資金特例貸付

の借受人世帯に対し、償還に対する相談、自立した生活に

向けた対応を行います。 

 

特定財源【道社協補助金収入 道社協受託金収入】 

 

【関連事業】 

（生活困窮者等に対する安心サポート事業） 

＊北海道社会福祉協議会が実施する生活困窮者等に対する安心

サポート事業へ参加 

＊生計を維持できなくなり、緊急対応を必要とする方へ、光熱

水費など日常生活に必要な費用を援助し、自立した生活を送

ることができるよう支援します。 

（現物給付３万円を限度） 

                         ※再掲 
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【関連事業】 

（食料の提供） 

＊経済事情などで、食料の支援を必要とする市民などに対し、

食料を提供します。 

また、生活相談に応じ、対応できる関係機関と連携し、生活

課題の早期解決に向け、継続的な支援を行います。 

                         ※再掲 

 

【関連事業】 

（生理用品の提供） 

＊経済事情などで、生理用品を十分に用意できない方へ、生理

用品を提供し、生活課題の早期解決に向け、継続的な支援を

行います。 

※再掲 

 

(4)生活支援体制整備事業 

（生活支援コーディネーター） 

 

＊高齢者等の生活支援ニーズを把握し、地域の社会資源で不足

しているサービスを関係機関・団体と連携しながら、新たに

開発します。また、ＳＮＳなどを活用し、ボランティア募集

やお役立ち情報を発信します。 

＊ニーズの高い送迎支援を企業や住民とともに幅広く支援でき

る仕組みを検討します。        

  特定財源【市受託金収入】 

6,638 

 

 

１０ 関係機関・団体との連携・協力 

事    業 概      要 
関 係 予 算   

（単位：千円） 

（1）民生委員児童委員との 

連携・協力 

＊室蘭市民生委員児童委員協議会の事務局として、毎月の会長

会議や各種研修会を開催するとともに、室蘭市、北海道民生

委員児童委員連盟及び北海道社会福祉協議会との連絡調整な

ど民生委員児童委員活動の推進に協力します。 

 

（2）赤い羽根共同募金運動及

び歳末たすけあい運動と

の連携・協力 

＊室蘭市共同募金委員会の事務局として、町内会・自治会、民

生委員児童委員や福祉委員などの協力も得て、１０月１日か

らの赤い羽根共同募金運動及び１２月１日からの歳末たすけ

あい運動に協力します。 

＊室蘭市のＰＲにつながる「くじらん」をモチーフとした寄附

金付バッジを作成・販売し、募金活動を強化します。 

 

（3）日本赤十字社室蘭市地区

との連携・協力 

＊日本赤十字社室蘭市地区の事務局として、町内会・自治会な

どの協力を得て社資募集を行うとともに、救急法の普及や水

難救助、災害時に被災者に対し、毛布と緊急セットの提供な

ど、日本赤十字社の活動に協力します。 

＊国内外の災害などの義援金・救援金の募集活動に協力します。 
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（4）室蘭市老人クラブ連合会

との連携・協力 

＊室蘭市老人クラブ連合会の事務局として、高齢者の生きがい

と健康づくり事業及びいきいきセミナーの開催など老人クラ

ブの諸事業に協力します。 

＊１１月開催の創立６０周年記念式典及び祝賀会の運営に協力

します。 

＊会員数とクラブ数維持への取組に協力します。 

 

（5）室蘭市ボランティア連絡

会との連携・協力 

＊室蘭市ボランティア連絡会の事務局として、研修会や各団体

との連絡調整などボランティア相互の連携と発展を目的とし

たボランティア連絡会活動に協力します。 

 

（6）室蘭市介護保険サービス

事業所連絡協議会との連

携・協力 

＊室蘭市介護保険サービス事業所連絡協議会の事務局として、

研修会や情報提供など介護保険サービスを行っている事業所

で組織している連絡協議会の活動に協力します。 

 

（7）室蘭市町内会連合会との

連携強化 

＊本会が行っている地域福祉活動の充実を図るために、町内会

連合会と意見交換や情報共有のほか、各種事業の推進に向け

て積極的連携に努めます。 

50 

（8）高齢者・障がい者・児童・

母子福祉に係る関係機

関・団体との連携強化 

＊地域包括支援センター・子育て世代包括支援センター等関係

機関・団体の会議等に参加し、情報共有と連携強化を図りま

す。 

 

（9）子ども食堂・地域食堂と

の連携・協力体制の構築 

＊子ども食堂・地域食堂との連携・協力体制の構築などにより

子どもの貧困対策及び多世代が交流できる地域コミュニティ

の推進を図ります。 
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Ⅱ 予 算 書 



(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

資金収支予算書(当初予算)

増減(A)-(B)前年度予算額(B)予算額(A)勘定科目

2,328,000△2,328,0000

4,078,0005,000,0009,078,000

△1,750,000△7,328,000△9,078,000

△2,884,9102,948,91064,000

1,084,9104,811,0905,896,000

783,9104,707,0905,491,000

301,000104,000405,000

△1,800,0007,760,0005,960,000

△2,200,0007,760,0005,560,000

400,000400,000

456,200△456,200

△456,200456,200

△456,200456,200

678,710△9,820,710△9,142,000

5,442,290128,143,710133,586,000

020,00020,000

14,8956,682,1056,697,000

01,500,0001,500,000

1,291,72014,320,28015,612,000

△1,187,69515,428,69514,241,000

5,323,37090,192,63095,516,000

6,121,000118,323,000124,444,000

0664,000664,000

03,0003,000

91,0001,822,0001,913,000

△1,017,0004,104,0003,087,000

01,500,0001,500,000

1,607,00050,963,00052,570,000

5,790,00052,917,00058,707,000

△350,0002,850,0002,500,000

03,500,0003,500,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

積立資産支出

基金積立資産支出

その他の活動収入計(7)

積立資産取崩収入

基金積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

固定資産取得支出

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

負担金支出

助成金支出

貸付事業支出

事務費支出

事業費支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

その他の収入

受取利息配当金収入

負担金収入

事業収入

貸付事業収入

受託金収入

経常経費補助金収入

寄附金収入

会費収入
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書(当初予算)

増減(A)-(B)前年度予算額(B)予算額(A)勘定科目

△25,000374,000349,000

216,960819,0401,036,000

△3,200153,200150,000

0330,000330,000

△7,280182,280175,000

1,291,72014,320,28015,612,000

0140,000140,000

△494,787767,787273,000

△5,00011,0006,000

110,00014,000124,000

△550,0001,102,000552,000

12,00084,00096,000

212,5681,520,4321,733,000

△815,2451,643,245828,000

45,000546,000591,000

2,0001,440,0001,442,000

△123,000849,000726,000

△220,4314,371,4314,151,000

180,200263,800444,000

459,0002,676,0003,135,000

△1,187,69515,428,69514,241,000

428,52712,898,47313,327,000

2,050,27317,939,72719,990,000

2,844,57058,814,43061,659,000

0540,000540,000

5,323,37090,192,63095,516,000

6,121,000118,323,000124,444,000

0664,000664,000

0664,000664,000

0664,000664,000

03,0003,000

91,0001,822,0001,913,000

91,0001,822,0001,913,000

91,0001,822,0001,913,000

△1,017,0004,104,0003,087,000

△1,017,0004,104,0003,087,000

01,500,0001,500,000

01,500,0001,500,000

△67,0007,711,0007,644,000

△67,0007,711,0007,644,000

1,674,00043,252,00044,926,000

1,674,00043,252,00044,926,000

1,607,00050,963,00052,570,000

△79,000786,000707,000

169,0003,747,0003,916,000

90,0004,533,0004,623,000

02,618,0002,618,000

02,618,0002,618,000

5,700,00045,766,00051,466,000

5,700,00045,766,00051,466,000

5,790,00052,917,00058,707,000

△250,0002,750,0002,500,000

△100,000100,000

△350,0002,850,0002,500,000

03,500,0003,500,000

03,500,0003,500,000

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

印刷製本費支出

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

福利厚生費支出

事務費支出

援護費

手数料支出

保守料支出

業務委託費支出

広報費支出

会議費支出

通信運搬費支出

印刷製本費支出

車輌費支出

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

旅費交通費支出

諸謝金支出

事業費支出

法定福利費支出

職員賞与支出

職員給料支出

役員報酬支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

雑収入

その他の収入

受取利息配当金収入

負担金収入

負担金収入

負担金収入

利用料収入

事業収入

償還金収入

貸付事業収入

道社協受託金収入

都道府県社協受託金収入

市受託金収入

市区町村受託金収入

受託金収入

歳末たすけあい配分金収入

一般募金配分金収入

共同募金配分金収入

道社協補助金収入

補助金収入

市補助金収入

市区町村補助金収入

経常経費補助金収入

経常経費寄附金収入

寄附金収入

寄附金収入

会費収入

会費収入
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書(当初予算)

増減(A)-(B)前年度予算額(B)予算額(A)勘定科目

△1,750,000△7,328,000△9,078,000

△2,884,9102,948,91064,000

1,084,9104,811,0905,896,000

04,0004,000

0101,000101,000

9,0001,00010,000

599,3903,205,6103,805,000

175,5201,395,4801,571,000

783,9104,707,0905,491,000

△99,000100,0001,000

400,0004,000404,000

301,000104,000405,000

△1,800,0007,760,0005,960,000

△1,199,0006,759,0005,560,000

△1,001,0001,001,000

△2,200,0007,760,0005,560,000

400,000400,000

400,000400,000

456,200△456,200

△456,200456,200

△456,200456,200

△456,200456,200

678,710△9,820,710△9,142,000

5,442,290128,143,710133,586,000

020,00020,000

020,00020,000

020,00020,000

14,8956,682,1056,697,000

14,8956,682,1056,697,000

14,8956,682,1056,697,000

01,500,0001,500,000

01,500,0001,500,000

53,000359,000412,000

42,0001,017,0001,059,000

22,000121,000143,000

044,00044,000

43,0002,125,0002,168,000

347,0002,097,0002,444,000

0545,000545,000

△84,000310,000226,000

660,0001,027,0001,687,000

0150,000150,000

0225,000225,000

△1,0001,315,0001,314,000

659,0002,717,0003,376,000

350498,650499,000

△410,760610,760200,000

438,6502,017,3502,456,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

財政調整積立資産支出

設立記念事業積立資産支出

交通遺児援護積立資産支出

退職給付積立資産支出

退職給付引当資産支出

積立資産支出

子ども・子育て基金積立資産支出

福祉基金積立資産支出

基金積立資産支出

その他の活動収入計(7)

財政調整積立資産取崩収入

設立記念事業積立金取崩収入

積立資産取崩収入

福祉基金積立資産取崩収入

基金積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

器具及び備品取得支出

固定資産取得支出

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

負担金支出

負担金支出

負担金支出

助成金支出

助成金支出

助成金支出

貸付金支出

貸付事業支出

車輌管理費支出

諸会費支出

渉外費支出

保守料支出

租税公課支出

賃借料支出

保険料支出

手数料支出

その他の委託費支出

電気保安委託費

警備委託費支出

清掃委託費支出

業務委託費支出

通信運搬費支出

修繕費支出

水道光熱費支出

― 15 ―



(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書(当初予算)

増減(A)-(B)前年度予算額(B)予算額(A)勘定科目

2,328,000△2,328,0000

4,078,0005,000,0009,078,000
当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

― 16 ―



(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

地域福祉活動推進
事業

調査・研修・広報
推進事業法人運営事業

サービス区分

勘定科目

1,000,000

150,000

310,000

94,000

150,00012,680,000

80,000

29,00017,000

420,000

96,000

188,00030,000

100,000622,000

210,000130,000

270,000

363,000335,000250,000

40,000234,000

60,000100,000

1,436,0001,888,000250,000

7,700,000

11,394,000

33,928,000

540,000

53,562,000

4,709,0001,396,00054,124,000

664,000

664,000

664,000

3,000

1,792,000

1,792,000

1,792,000

407,000

2,416,000650,000

2,823,000650,000

87,00049,692,000

87,00049,692,000

2,823,000737,00049,692,000

1,016,000310,000390,000

1,016,000310,000390,000

870,000349,0001,583,000

870,000349,0001,583,000

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

福利厚生費支出

事務費支出

援護費

手数料支出

保守料支出

業務委託費支出

広報費支出

会議費支出

通信運搬費支出

印刷製本費支出

車輌費支出

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

旅費交通費支出

諸謝金支出

事業費支出

法定福利費支出

職員賞与支出

職員給料支出

役員報酬支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

雑収入

その他の収入

受取利息配当金収入

負担金収入

負担金収入

負担金収入

利用料収入

事業収入

償還金収入

貸付事業収入

道社協受託金収入

都道府県社協受託金収入

市受託金収入

市区町村受託金収入

受託金収入

歳末たすけあい配分金収入

一般募金配分金収入

共同募金配分金収入

道社協補助金収入

補助金収入

市補助金収入

市区町村補助金収入

経常経費補助金収入

経常経費寄附金収入

寄附金収入

会費収入

会費収入
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

地域福祉活動推進
事業

調査・研修・広報
推進事業法人運営事業

サービス区分

勘定科目

19,103,000

4,000

101,000

10,000

2,162,000

779,000

3,056,000

1,000

404,000

405,000

790,000892,00025,985,000

790,000892,00020,025,000

5,560,000

5,560,000

400,000

400,000

△790,000△892,000△12,438,000

5,499,0002,288,00066,562,000

20,000

20,000

20,000

4,063,000250,00050,000

4,063,000250,00050,000

4,063,000250,00050,000

350,000

1,059,000

143,000

41,000

36,000

2,298,000

541,000

211,000

1,628,000

141,000

211,000

1,240,000

3,220,000

499,000

200,000

2,329,000

349,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

サービス区分間繰入金支出

財政調整積立資産支出

設立記念事業積立資産支出

交通遺児援護積立資産支出

退職給付積立資産支出

退職給付引当資産支出

積立資産支出

子ども・子育て基金積立資産支出

福祉基金積立資産支出

基金積立資産支出

その他の活動収入計(7)

サービス区分間繰入金収入

財政調整積立資産取崩収入

積立資産取崩収入

福祉基金積立資産取崩収入

基金積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

負担金支出

負担金支出

負担金支出

助成金支出

助成金支出

助成金支出

貸付金支出

貸付事業支出

車輌管理費支出

諸会費支出

渉外費支出

保守料支出

租税公課支出

賃借料支出

保険料支出

手数料支出

その他の委託費支出

電気保安委託費

警備委託費支出

清掃委託費支出

業務委託費支出

通信運搬費支出

修繕費支出

水道光熱費支出

印刷製本費支出
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

地域福祉活動推進
事業

調査・研修・広報
推進事業法人運営事業

サービス区分

勘定科目

00△3,425,000

5,592,000

00△9,017,000

790,000892,0003,421,000

22,564,000

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

相談・生活福祉資
金貸付事業

高齢者・障がい
者・児童・母子福

祉推進事業

ボランティア活動
推進事業

サービス区分

勘定科目

18,000

18,000

60,000

30,00012,00016,000

132,000

110,000531,000

163,000198,000

180,000

812,000392,000846,000

1,045,000

1,115,000464,0002,948,000

540,000

886,000

4,924,000

6,350,000

10,032,000453,0003,719,000

7,414,000

7,414,000

7,414,000

200,000100,000

850,000

200,000950,000

2,618,000

2,618,000

1,540,000

1,540,000

2,618,000200,0002,490,000

143,000641,000

143,000641,000

110,000588,000

110,000588,000

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

福利厚生費支出

事務費支出

援護費

手数料支出

保守料支出

業務委託費支出

広報費支出

会議費支出

通信運搬費支出

印刷製本費支出

車輌費支出

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

旅費交通費支出

諸謝金支出

事業費支出

法定福利費支出

職員賞与支出

職員給料支出

役員報酬支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

雑収入

その他の収入

受取利息配当金収入

負担金収入

負担金収入

負担金収入

利用料収入

事業収入

償還金収入

貸付事業収入

道社協受託金収入

都道府県社協受託金収入

市受託金収入

市区町村受託金収入

受託金収入

歳末たすけあい配分金収入

一般募金配分金収入

共同募金配分金収入

道社協補助金収入

補助金収入

市補助金収入

市区町村補助金収入

経常経費補助金収入

経常経費寄附金収入

寄附金収入

会費収入

会費収入
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

相談・生活福祉資
金貸付事業

高齢者・障がい
者・児童・母子福

祉推進事業

ボランティア活動
推進事業

サービス区分

勘定科目

2,212,000

273,000

273,000

400,0001,049,000

400,0001,049,000

2,085,000△61,000△1,049,000

7,947,000514,0004,768,000

464,00050,0001,820,000

464,00050,0001,820,000

464,00050,0001,820,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

サービス区分間繰入金支出

財政調整積立資産支出

設立記念事業積立資産支出

交通遺児援護積立資産支出

退職給付積立資産支出

退職給付引当資産支出

積立資産支出

子ども・子育て基金積立資産支出

福祉基金積立資産支出

基金積立資産支出

その他の活動収入計(7)

サービス区分間繰入金収入

財政調整積立資産取崩収入

積立資産取崩収入

福祉基金積立資産取崩収入

基金積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

負担金支出

負担金支出

負担金支出

助成金支出

助成金支出

助成金支出

貸付金支出

貸付事業支出

車輌管理費支出

諸会費支出

渉外費支出

保守料支出

租税公課支出

賃借料支出

保険料支出

手数料支出

その他の委託費支出

電気保安委託費

警備委託費支出

清掃委託費支出

業務委託費支出

通信運搬費支出

修繕費支出

水道光熱費支出

印刷製本費支出
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

相談・生活福祉資
金貸付事業

高齢者・障がい
者・児童・母子福

祉推進事業

ボランティア活動
推進事業

サービス区分

勘定科目

0158,0000

219,000

0△61,0000

△2,085,0001,049,000

2,485,000

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

受託事業
福祉サービス利用

援助事業福祉サービス事業

サービス区分

勘定科目

36,000

20,000

63,000

2,764,000

132,0002,00035,000

6,000

124,000

776,00096,0002,000

106,000

551,00040,000

676,00065,000

276,000

1,032,00017,000104,000

160,00010,000

1,930,000

5,763,000230,000147,000

5,087,000

7,710,000

22,807,000

35,604,000

48,134,000230,000147,000

121,000

121,000

121,000

3,087,000

3,087,000

230,000

230,000

44,926,000

44,926,000

44,926,000230,000

147,000

147,000

147,000

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

福利厚生費支出

事務費支出

援護費

手数料支出

保守料支出

業務委託費支出

広報費支出

会議費支出

通信運搬費支出

印刷製本費支出

車輌費支出

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

旅費交通費支出

諸謝金支出

事業費支出

法定福利費支出

職員賞与支出

職員給料支出

役員報酬支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

雑収入

その他の収入

受取利息配当金収入

負担金収入

負担金収入

負担金収入

利用料収入

事業収入

償還金収入

貸付事業収入

道社協受託金収入

都道府県社協受託金収入

市受託金収入

市区町村受託金収入

受託金収入

歳末たすけあい配分金収入

一般募金配分金収入

共同募金配分金収入

道社協補助金収入

補助金収入

市補助金収入

市区町村補助金収入

経常経費補助金収入

経常経費寄附金収入

寄附金収入

会費収入

会費収入
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

受託事業
福祉サービス利用

援助事業福祉サービス事業

サービス区分

勘定科目

7,894,000

1,643,000

519,000

2,162,000

6,053,000

6,053,000

4,003,00000

44,131,000230,000147,000

62,000

3,000

2,132,000

146,000

4,000

15,000

59,000

9,000

14,000

74,000

156,000

127,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

サービス区分間繰入金支出

財政調整積立資産支出

設立記念事業積立資産支出

交通遺児援護積立資産支出

退職給付積立資産支出

退職給付引当資産支出

積立資産支出

子ども・子育て基金積立資産支出

福祉基金積立資産支出

基金積立資産支出

その他の活動収入計(7)

サービス区分間繰入金収入

財政調整積立資産取崩収入

積立資産取崩収入

福祉基金積立資産取崩収入

基金積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

負担金支出

負担金支出

負担金支出

助成金支出

助成金支出

助成金支出

貸付金支出

貸付事業支出

車輌管理費支出

諸会費支出

渉外費支出

保守料支出

租税公課支出

賃借料支出

保険料支出

手数料支出

その他の委託費支出

電気保安委託費

警備委託費支出

清掃委託費支出

業務委託費支出

通信運搬費支出

修繕費支出

水道光熱費支出

印刷製本費支出
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

受託事業
福祉サービス利用

援助事業福祉サービス事業

サービス区分

勘定科目

000

000

△4,003,000

10,056,000

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

内部取引消去合計
福祉資金貸付事業

サービス区分

勘定科目

1,036,000

150,000

330,000

175,000

15,612,000

140,000

273,000

6,000

124,000

552,000

96,000

1,733,000

828,000

591,000

1,442,000

726,000

4,151,000

444,000

3,135,000

14,241,000

13,327,000

19,990,000

61,659,000

540,000

95,516,000

124,444,0001,500,000

664,000

664,000

664,000

3,000

1,913,000

1,913,000

1,913,000

3,087,000

3,087,000

1,500,0001,500,000

1,500,0001,500,000

7,644,000

7,644,000

44,926,000

44,926,000

52,570,000

707,000

3,916,000

4,623,000

2,618,000

2,618,000

51,466,000

51,466,000

58,707,000

2,500,000

2,500,000

3,500,000

3,500,000

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

福利厚生費支出

事務費支出

援護費

手数料支出

保守料支出

業務委託費支出

広報費支出

会議費支出

通信運搬費支出

印刷製本費支出

車輌費支出

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

旅費交通費支出

諸謝金支出

事業費支出

法定福利費支出

職員賞与支出

職員給料支出

役員報酬支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

雑収入

その他の収入

受取利息配当金収入

負担金収入

負担金収入

負担金収入

利用料収入

事業収入

償還金収入

貸付事業収入

道社協受託金収入

都道府県社協受託金収入

市受託金収入

市区町村受託金収入

受託金収入

歳末たすけあい配分金収入

一般募金配分金収入

共同募金配分金収入

道社協補助金収入

補助金収入

市補助金収入

市区町村補助金収入

経常経費補助金収入

経常経費寄附金収入

寄附金収入

会費収入

会費収入
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

内部取引消去合計
福祉資金貸付事業

サービス区分

勘定科目

△29,209,00029,209,000

4,000

101,000

10,000

3,805,000

1,571,000

5,491,000

1,000

404,000

405,000

△29,209,00035,169,000

△29,209,00029,209,000

5,560,000

5,560,000

400,000

400,000

△9,142,0000

133,586,0001,500,000

20,000

20,000

20,000

6,697,000

6,697,000

6,697,000

1,500,0001,500,000

1,500,0001,500,000

412,000

1,059,000

143,000

44,000

2,168,000

2,444,000

545,000

226,000

1,687,000

150,000

225,000

1,314,000

3,376,000

499,000

200,000

2,456,000

349,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

サービス区分間繰入金支出

財政調整積立資産支出

設立記念事業積立資産支出

交通遺児援護積立資産支出

退職給付積立資産支出

退職給付引当資産支出

積立資産支出

子ども・子育て基金積立資産支出

福祉基金積立資産支出

基金積立資産支出

その他の活動収入計(7)

サービス区分間繰入金収入

財政調整積立資産取崩収入

積立資産取崩収入

福祉基金積立資産取崩収入

基金積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

負担金支出

負担金支出

負担金支出

助成金支出

助成金支出

助成金支出

貸付金支出

貸付事業支出

車輌管理費支出

諸会費支出

渉外費支出

保守料支出

租税公課支出

賃借料支出

保険料支出

手数料支出

その他の委託費支出

電気保安委託費

警備委託費支出

清掃委託費支出

業務委託費支出

通信運搬費支出

修繕費支出

水道光熱費支出

印刷製本費支出
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

内部取引消去合計
福祉資金貸付事業

サービス区分

勘定科目

003,267,000

9,078,0003,267,000

0△9,078,0000

064,000

△29,209,00035,105,000

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

拠点区分合計勘定科目

1,036,000

150,000

330,000

175,000

15,612,000

140,000

273,000

6,000

124,000

552,000

96,000

1,733,000

828,000

591,000

1,442,000

726,000

4,151,000

444,000

3,135,000

14,241,000

13,327,000

19,990,000

61,659,000

540,000

95,516,000

124,444,000

664,000

664,000

664,000

3,000

1,913,000

1,913,000

1,913,000

3,087,000

3,087,000

1,500,000

1,500,000

7,644,000

7,644,000

44,926,000

44,926,000

52,570,000

707,000

3,916,000

4,623,000

2,618,000

2,618,000

51,466,000

51,466,000

58,707,000

2,500,000

2,500,000

3,500,000

3,500,000

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

福利厚生費支出

事務費支出

援護費

手数料支出

保守料支出

業務委託費支出

広報費支出

会議費支出

通信運搬費支出

印刷製本費支出

車輌費支出

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

旅費交通費支出

諸謝金支出

事業費支出

法定福利費支出

職員賞与支出

職員給料支出

役員報酬支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

雑収入

その他の収入

受取利息配当金収入

負担金収入

負担金収入

負担金収入

利用料収入

事業収入

償還金収入

貸付事業収入

道社協受託金収入

都道府県社協受託金収入

市受託金収入

市区町村受託金収入

受託金収入

歳末たすけあい配分金収入

一般募金配分金収入

共同募金配分金収入

道社協補助金収入

補助金収入

市補助金収入

市区町村補助金収入

経常経費補助金収入

経常経費寄附金収入

寄附金収入

会費収入

会費収入
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

拠点区分合計勘定科目

0

4,000

101,000

10,000

3,805,000

1,571,000

5,491,000

1,000

404,000

405,000

5,960,000

0

5,560,000

5,560,000

400,000

400,000

△9,142,000

133,586,000

20,000

20,000

20,000

6,697,000

6,697,000

6,697,000

1,500,000

1,500,000

412,000

1,059,000

143,000

44,000

2,168,000

2,444,000

545,000

226,000

1,687,000

150,000

225,000

1,314,000

3,376,000

499,000

200,000

2,456,000

349,000

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

サービス区分間繰入金支出

財政調整積立資産支出

設立記念事業積立資産支出

交通遺児援護積立資産支出

退職給付積立資産支出

退職給付引当資産支出

積立資産支出

子ども・子育て基金積立資産支出

福祉基金積立資産支出

基金積立資産支出

その他の活動収入計(7)

サービス区分間繰入金収入

財政調整積立資産取崩収入

積立資産取崩収入

福祉基金積立資産取崩収入

基金積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

施設整備等収入計(4)

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

負担金支出

負担金支出

負担金支出

助成金支出

助成金支出

助成金支出

貸付金支出

貸付事業支出

車輌管理費支出

諸会費支出

渉外費支出

保守料支出

租税公課支出

賃借料支出

保険料支出

手数料支出

その他の委託費支出

電気保安委託費

警備委託費支出

清掃委託費支出

業務委託費支出

通信運搬費支出

修繕費支出

水道光熱費支出

印刷製本費支出
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(単位:円)

(自)令和 6年 4月 1日(至)令和 7年 3月31日

社協事業拠点区分 資金収支予算書内訳表(当初予算)

拠点区分合計勘定科目

0

9,078,000

△9,078,000

64,000

5,896,000

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)
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